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告 示

北海道告示第 号

計量法（平成４年法律第 号）第 条第１項の規定により、次のとおり指定定期検査機関
を指定した。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定定期検査機関の名称及び主たる事務所の所在地

社団法人北海道計量協会
札幌市南区川沿５条１丁目１番１号

２ 定期検査を行う区域
北海道全域（ただし、特定市の区域を除く。）

３ 定期検査を行う特定計量器の種類
ひょう量１トン以上の非自動はかり（分銅及びおもりを含む。）

４ 指定の有効期限
平成 年３月５日

北海道告示第 号

農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和 年法律第
号）第 条の規定による通知があった。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所

寿都郡寿都町字磯谷町能津登 ・ ・ ・ ・ の１（以上５筆について次の
図に示す部分に限る。）、 、 、
指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
２ 保安林予定森林の所在場所 礼文郡礼文町大字香深村字ナイヲロ 地先（国有林。

次の図に示す部分に限る。）
指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

次の森林については、主伐に係る立木の伐採を禁止する。
字ナイヲロ 地先（次の図に示す部分に限る。）
その他の森林については、主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
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間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

３ 保安林予定森林の所在場所 沙流郡平取町字長知内 の１・ の４（以上２筆につ
いて次の図に示す部分に限る。）

指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
４ 保安林予定森林の所在場所

河東郡士幌町字士幌東十六線 の１（次の図に示す部分に限る。）、 の９、
の 、字士幌東十七線 の３・ の３（以上２筆について次の図に示す部分に限
る。）、 の２、 の９、 の 、 の 、 の 、 の６
指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法

主伐は、択伐による。
主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
治山課及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 古平郡古平町大字新地町 ・ （以上２筆について

次の図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備

３ 解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道後志支庁経済部林務課及び古平町役場に備え
置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第１項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除に係る保安林の所在場所 枝幸郡浜頓別町字ヤシュベツ の６
２ 保安林として指定された目的 風害の防備
３ 解 除 の 理 由 指定理由の消滅

北海道告示第 号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定を解除する予定である旨、森林法（昭和 年
法律第 号）第 条の規定による通知があった。

平成 年３月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

１ 解除予定保安林の所在場所 斜里郡清里町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
保安林として指定された目的 風害の防備
解 除 の 理 由 農道用地とするため

２ 解除予定保安林の所在場所
古平郡古平町大字新地町 地先（国有林。次の図に示す部分に限る。）、 の３、
の５（以上２筆国有林）
保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
解 除 の 理 由 道路用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を北海道水産林務部治山課及び関係町役場に備え置い
て縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
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１ 指定施業要件変更に係る保安 久遠郡せたな町（次の図に示す部分に限る。）
林の所在場所

２ 保安林として指定された目的 風害の防備
３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件

立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道檜山支庁経
済部林務課及びせたな町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

建設業法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、次のとおり廃業等の届出
のあった建設業の許可を取り消した。
「次のとおり」は、省略し、その住所等は北海道建設部建設管理室建設情報課に備え置い
て縦覧に供する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 許可の全部廃業
商 号 又 は 名 称 建設業の許可の番号 処分年月日
大 棟 建 設 株 式 会 社 般 石第 号 平成
丸 杉 建 設 工 業 株 式 会 社 特 石第 号 同
日 豊 建 設 株 式 会 社 般 石第 号 同
都 市 衛 生 設 備 興 業 株 式 会 社 特 石第 号 同
丸 創 工 業 株 式 会 社 般 石第 号 同
株式会社 大 伸 総 業 般 石第 号 同
有限会社 北 菱 栄 都 工 業 般 石第 号 同
ツ キ タ 産 業 株 式 会 社 般 石第 号 同
西 澤 鈑 金 工 業 所 般 石第 号 同
手 工 業 株 式 会 社 般 石第 号 同
有限会社 コ ル ム 般 石第 号 同
株式会社 協 和 般 石第 号 同
有限会社 タ ケ カ ワ 技 興 般 石第 号 同

北 光 土 建 興 業 株 式 会 社 般 石第 号 同
有限会社 さ く い 舗 装 般 石第 号 同
株式会社 ア ポ ロ テ ッ ク 般 石第 号 同
千 歳 臨 空 商 事 株 式 会 社 般 石第 号 同
株式会社 ザ・リフォームアラゼン 般 石第 号 同
株式会社 地 設 般・特 渡第 号 同
有限会社 巧 創 建 設 般 渡第 号 同
有限会社 菱和コンクリート打設 般 渡第 号 同
丸 能 工 務 店 般 空第 号 同
有限会社 大 和 鉄 筋 工 務 所 般 空第 号 同
有限会社 津 坂 建 設 工 業 般 空第 号 同
株式会社 陽 電 般 上第 号 同
三 栄 流 通 株 式 会 社 般 上第 号 同
有限会社 横 島 組 般 網第 号 同
有限会社 一 希 鋼 業 般 網第 号 同
有限会社 古 川 電 気 商 会 般 十第 号 同
有限会社 大 輝 建 設 般 十第 号 同
株式会社 駒 澤 工 業 般 十第 号 同
三 橋 板 金 製 作 所 般 十第 号 同
株式会社 菅 原 組 般 十第 号 同
株式会社 白 鳥 建 設 特 釧第 号 同
有限会社 山 板 金 般 根第 号 同

２ 許可の一部廃業
商 号 又 は 名 称 建設業の許可の番号 処分年月日
北 海 日 立 電 線 機 販 株 式 会 社 般 石第 号 平成
株式会社 北 友 般 石第 号 同
恒 誠 産 業 株 式 会 社 特 石第 号 同
三 友 鉄 建 株 式 会 社 般 石第 号 同
株式会社 ナ カ 建 工 般 石第 号 同
株式会社 サ ン キ キ 般 石第 号 同
大 城 建 設 株 式 会 社 般 上第 号 同
南 富 林 建 有 限 会 社 般 上第 号 同
弘 徳 建 設 株 式 会 社 般 上第 号 同
株式会社 産 建 般 日第 号 同
有限会社 多 田 鋼 業 般 日第 号 同
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及 川 建 設 株 式 会 社 般 十第 号 平成
有限会社 ナガイプランニング 般 釧第 号 同
協 和 建 設 工 業 株 式 会 社 特 根第 号 同

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部道路整備課及び北海道札幌土木現業所に備え置いて、告示
の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 東雁来江別線 江別市大麻 番１地先から 平成

江別市大麻 番１地先まで
道道 旭川 別線 別市常盤町 番２地先から 同

別市常盤町 番地先まで
別市常盤町 番地先から 同
別市常磐町 番 地先まで

北海道告示第 号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 年法律第
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
室蘭 新富町１ ２（ ３ ）

２ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
室蘭市新富町 丁目（次の図のとおり）

３ 土砂災害の発生原因となる自然現 の種類
急傾斜地の崩壊

４ 同法第８条第２項に規定する土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関
する法律施行令（平成 年政令第 号）で定める事項
次の図のとおり
（「次の図」は省略し、その図面を北海道室蘭土木現業所及び室蘭市役所に備え置いて縦
覧に供する。）

北海道告示第 号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 年法律第
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域に指定する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
網走三眺２（ ７ ）

２ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
網走市字三眺官有無番地（次の図のとおり）

３ 土砂災害の発生原因となる自然現 の種類
急傾斜地の崩壊

４ 同法第８条第２項に規定する土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関
する法律施行令（平成 年政令第 号）で定める事項
次の図のとおり
（「次の図」は省略し、その図面を北海道網走土木現業所及び網走市役所に備え置いて縦
覧に供する。）

北海道告示第 号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 年法律第
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次に掲げる土地の区域を土砂災害警戒区
域及び土砂災害特別警戒区域に指定する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
歌志内文珠 （ ０ ）

２ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
歌志内市文珠（次の図のとおり）

３ 土砂災害の発生原因となる自然現 の種類
急傾斜地の崩壊

４ 同法第８条第２項に規定する土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関
する法律施行令（平成 年政令第 号）で定める事項
次の図のとおり
（「次の図」は省略し、その図面を北海道札幌土木現業所及び歌志内市役所に備え置いて
縦覧に供する。）
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北海道告示第 号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 年法律第
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次に掲げる土地の区域を土砂災害警戒区
域及び土砂災害特別警戒区域に指定する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
歌志内文珠 （ ０ ）

２ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
歌志内市文珠（次の図のとおり）

３ 土砂災害の発生原因となる自然現 の種類
急傾斜地の崩壊

４ 同法第８条第２項に規定する土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関
する法律施行令（平成 年政令第 号）で定める事項
次の図のとおり
（「次の図」は省略し、その図面を北海道札幌土木現業所及び歌志内市役所に備え置いて
縦覧に供する。）

北海道告示第 号

都市計画法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、都市計画を次のとおり
変更した。
その都市計画の図書は、北海道建設部都市計画課に備え置いて一般の縦覧に供する。
平成 年３月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 都市計画の種類 稚内都市計画道路
２ 都市計画を定めた土地の区域
種 別 名 称 起 点 終 点 主な経過地
幹線街路 号 波止場通 稚内市中央２ 稚内市中央２ 稚内市中央２

丁目 丁目 丁目
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

道 企 業 管 理 規 程

北海道企業管理規程第２号

北海道電気事業電気工作物保安規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成 年３月 日
北海道公営企業管理者 梶 本 孝 博

北海道電気事業電気工作物保安規程の一部を改正する規程
北海道電気事業電気工作物保安規程（昭和 年北海道企業管理規程第２号）の一部を次の

ように改正する。

目次中「第６章 記録（第 条）」を
「第６章 法定自主検査（第 条・第 条）
第７章 記録（第 条） 」

に改

める。
第５条第２項の表を次のように改める。

第６条第１項第５号中「検査」の次に「及び審査」を加え、同項に次の１号を加える。
使用前自主検査（以下「法定自主検査」という。）において、検査の指導及び監督を
行うこと。
第 条を第 条とする。
第６章を第７章とし、第５章の次に次の１章を加える。
第６章 法定自主検査

（法定自主検査に係る実施体制）
第 条 法定自主検査は、主任技術者の監督のもと法令に基づき適切に実施するものとする。
２ 設置者は、法定自主検査に関することについて、主任技術者の保安監督のもとに実施し、
その工事が工事計画に従って行われたものであること及び経済産業省令で定める技術基準
に適合するものであることを確認するものとする。
３ 法定自主検査に関する実施体制の詳細は、別に細則を定めるものとする。
（法定自主検査の結果の記録）
第 条 法定自主検査に関する記録は、法令に基づき次に掲げる事項について記録しておく
ものとする。
検査年月日
検査の対
検査の方法
検査の結果

種 別 選任事業場・設備 職

電 気 主 任 技 術 者
発電管理事務所 所長、次長、係長、主任

発 電 課 主幹、主査、主任

ダム水路主任技術者
発電管理事務所 所長、次長、係長、主任

発 電 課 主幹、主査、主任
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検査を実施した者の氏名
検査の結果に基づいて補修等の措置を講じたときは、その内容
検査の実施に係る組織
検査の実施に係る工程管理
検査において協力した事業者がある場合には、当該事業者の管理に関する事項
検査記録の管理に関する事項

検査に係る教育訓練に関する事項
２ 法定自主検査の結果の記録は、前項第１号から第６号までに掲げる事項については、発
電用水力設備に係るものは当該設備の存続する期間、それ以外のものは５年間保存するも
のとし、同項第７号から第 号までに掲げる事項については、当該法定自主検査を行った
後最初の経済産業大臣又は経済産業大臣の指定する者が行った審査評定の結果通知を受け
るまでの期間保存するものとする。
別表第１から別表第４までを次のように改める。

鷹 泊 発 電 所

鷹 泊 ダ ム

二 股 発 電 所

滝 下 発 電 所

清 水 沢 発 電 所

滝 の 上 発 電 所

川 端 発 電 所

送 電 線 路

清 水 沢 ダ ム

沼 ノ 沢 取 水 堰

滝 の 上 取 水 堰

※
鷹泊発電管理事務所

電 気 主 任 技 術 者
ダム水路主任技術者

※
夕張川発電管理事務所

電 気 主 任 技 術 者
ダム水路主任技術者

公営企業管理者

企 業 局 総 務 課

（保安教育及び訓練統括に関すること。）

発 電 課

シューパロ発電所建設
電 気 主 任 技 術 者
ダム水路主任技術者

発電中央制御室
１ 発電、送電施設等の工事、維持及び運用の総括
に関すること。
２ 発電所の開発計画及び建設工事に関すること。
３ 遠方監視制御装置及び中央処理装置の維持及び
運用に関すること。

４ 発電所建設工事の設計及び施工に関すること。
５ 建設工事用電気工作物の工事、維持及び運用に
関すること。
６ 保安教育及び訓練の実施に関すること。

別表第１（第４条関係）
保安に関する組織及び業務分掌
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岩 尾 内 発 電 所

ポンテシオ発電所

ポンテシオダム

※
天塩川発電管理事務所

電 気 主 任 技 術 者
ダム水路主任技術者

１ 発電、送電施設等の工事、維持
及び運用に関すること。※ ２ 保安教育及び訓練の実施に関す
ること。

別表第２（第４条関係）
管理職員の職務

組 織 職 職 務

局
局 長

管理者の命を受け、局の電気工作物の工事、維持
及び運用の保安に関する事務を掌理し、所属の職員
を指揮監督する。

局 次 長 局長を補佐し、局の電気工作物の工事、維持及び
運用の保安に関する事務を整理する。

課

課 長
上司の命を受け、電気工作物の工事、維持及び運
用の保安に関する課の事務を掌理し、所属職員を指
揮監督する。

参 事
上司の命を受け、電気工作物の工事、維持及び運
用の保安に係る課の技術並びに保安教育及び訓練に
関する業務に従事する。

主 幹 課長を補佐し、電気工作物の工事、維持及び運用
の保安に関する課の事務を整理する。

上司の命を受け、電気工作物の工事、維持及び運

主 査 用の保安に係る担任の業務並びに保安教育及び訓練
に関する事務を処理する。

主 任
上司の命を受け、電気工作物の工事、維持及び運

用の保安に係る担任の業務並びに保安教育及び訓練
に関する事務を処理する。

管理事務所

所 長

上司の命を受け、電気工作物の工事、維持及び運
用の保安に係る管理事務所の業務並びに保安教育及
び訓練に関する業務を処理し、所属職員を指揮監督
する。

次 長
所長を補佐し、電気工作物の工事、維持及び運用

の保安に係る管理事務所の業務並びに保安教育及び
訓練に関する業務を整理する。

係 長
上司の命を受け、電気工作物の工事、維持及び運

用の保安に係る係の業務並びに保安教育及び訓練に
関する業務を処理し、掌理する。

主 任
上司の命を受け、電気工作物の工事、維持及び運

用の保安に係る担任の業務並びに保安教育及び訓練
に関する事務を処理する。

別表第３（第 条関係）
巡視、点検及び検査に関する基準

設
備
別

巡 視 点 検 （検査を含む。）
備 考

機 器 設 備 頻 度 機 器 設 備 項 目 頻 度

水路工作物 １ 回 ／ 月 ダ ム 外観点検

漏水量測定

揚圧力測定

１回／６月

備考欄別表
による

備考欄別表
による

ダムの各計測周期については、「ダム構造物管理基準」に準じ次表による。

計測項目と計測回数の標準
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水

力

発

電

設

備

変形測定

浸潤線測定

予備動力
動作点検

備考欄別表
による

備考欄別表
による

１回／月

コンクリートダム

貯水池・
調整池

外観点検

堆砂状況 総容量 万 以
上で高さ 以上
のダムを有するも
の
上記以外で設備保
安上必要なもの

１回／６月

１回／年

必要の都度

水 路 外部点検

内部点検

水圧鉄管
肉厚測定

露出管で 年以上
経過したもの

１回／６月
（※ ）
１回／３年
（※ ）
１回／５年

（※ ）
地形・地質・点検実績等により、設備保安上問題がないと判断されるものについては
点検頻度を、導水路は１回／５年、放水路は１回／ 年を限度に減少させることができ
る。
（※ ）
測定結果等により設備保安上問題がないと判断されるものについては、測定頻度を１
回／ 年を限度に減少させることができる。

電気工作物
（水路工作物
を除く）

（※ ）
有人
１回／日
（※ ）
無人
２回／月

水車・発電機
（※ ）
外部点検

測定試験

内部点検

１回／３年

１回／３年
（※ ）
１回／ 年

（※ ）
「有人」とは、常時監視制御方式の発電所をいう。

（※ ）
巡視にかわる監視装置が設置されている発電所、無保守を前提とした小水力発電所で
万一電気工作物の損壊が発生しても第三者に影響を与えるおそれのない発電所等、特に
指定する箇所については、別に定める。

期

別

測定項目
型式
及び高さ

漏水量 変 形 揚 圧 力 備 考

第
一
期

中
空
重
力

重
力
及
び

未満 毎 日 週１回 ◎特に高いダム又は特殊な設
計のものについては、ひずみ
又は基礎岩盤の変形について
必要に応じ追加し、適当な期
間計測する。

◎第三期で（ ）を付したものは
状況により省略できるもので
ある。

変 形：ほとんど変化が認めら
れないもの

揚圧力：漏水量が少なく、かつ
揚圧力が小さいもの

以上
未満 毎 日 週１回 週１回

以上 毎 日 毎 日 週１回

第
二
期

重
力
及
び

中
空
重
力

未満 週１回 月１回
以上
未満 週１回 月１回 月１回

以上 週１回 週１回 月１回

第
三
期

重
力
及
び

中
空
重
力

未満 月２回 （３月１回）
以上
未満 月２回（３月１回）（３月１回）

以上 月２回 月１回 （３月１回）

注）第一期：湛水開始から満水後所要期間を経過するまで
（満水後の所要期間は２箇月以上）

第二期：第一期経過後ダムの挙動が安常状態に達するまで
（高いダム等は３年以上）

第三期：第二期経過以降
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（※ ）
水車の外部点検とは抜水して行うことをいう。

（※ ）
水質条件・材質等により、発電所個々に定期的に行うものとし、別に定める。

（※ ）
ガス遮断器等特に指定するものは、１回／６年とする。
並列用遮断器については、動作回数管理も行う。

（※ ）
ガス遮断器等特に指定するものは、１回／ 年とする。
並列用遮断器については、動作回数管理も行う。
動作回数の極めて少ない遮断器については別に定める。

主要変圧器 外部点検 １回／３年

主要遮断器 外部点検

測定試験

内部点検

（※ ）
１回／３年
（※ ）
１回／３年
（※ ）
１回／６年

変

電

設

備

電気工作物
（※ ）
有人
１回／日
（※ ）
無人
２回／月

主要変圧器 外部点検 １回／３年 （※ ）
「有人」とは、常時監視制御方式の変電所をいう。
（※２）
巡視にかわる監視装置が設置されている変電所で、特に指定する箇所については、別
に定める。
（※３）
ガス遮断器等特に指定するものは、１回／６年とする。
（※４）

ガス遮断器等特に指定するものは、１回／ 年とする。
動作回数の極めて少ない遮断器については別に定める。

主要遮断器 外部点検

測定試験

内部点検

（※ ）
１回／３年
（※ ）
１回／３年
（※ ）
１回／６年

送

電

設

備

電気工作物
（※ ）
１回／３月 支持物・電線 外観点検 鉄塔・鉄柱線路

木柱・コン柱・パ
ンザ線路

１回／５年

１回／４年

（※ ）
電線路の経過地の状況変化が著しく、電線路に支障を及ぼすおそれのある区間で
特に指定する箇所については１回／月とする。ただし、 雪地の積雪期等において
は経過地の状況を考慮して、この巡視頻度を１回／３月を限度に減少させることが
できる。
地中送電線路の巡視については、地上巡視とする。

（注）
過去の碍子検出実績を考慮して承認の得られたものについては、１回／ 年とする。

（※ ）
地上からの巡視・点検のみでは確認できないマンホール・暗きょの内部で行う点検を
いい、収容ケーブルの外観点検を含む。

※開閉所（監視を要するもの）については変電設備に準ずる。

碍 子 不良けんす
い碍子検出

昭和 年以前取付
の碍子

昭和 年以降取付
の碍子（ 未満）

昭和 年以降取付
の碍子（ 以上）

１回／３年

１回／５年
又は（注）

１回／ 年

１回／ 年

ケーブル
終端部

給 油 装 置

外観点検

外観点検

１回／３年

１回／３年

管路
マンホール

暗 き ょ

（※ ）
内部点検

（※ ）
内部点検

１回／３年

１回／３年

設
備

配
電

電気工作物 １回／年 接 地 装 置 測定試験 第２種接地抵抗 １回／５年

通
信
設

電
力
用

電気工作物 １回／年 通信線路及び
無線・搬送装

測定試験 １回／３年
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附 則

この規程は、平成 年３月 日から施行する。

道教育庁石狩教育局告示

北海道教育庁石狩教育局告示第８号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、 年４月 日マラケシュで作成された政府調達に関する

協定の適用を受ける。
平成 年３月 日

北海道教育庁石狩教育局長 鈴 木 健 二
１ 入札に付する事項

調達をする物品等の名称及び数量（１月当たりの単価）

ア パーソナルコンピュータ（普通科高等学校）の賃貸借 一式 台
イ パーソナルコンピュータ（職業科高等学校）の賃貸借 一式 台
調達を要する物品等の仕様等 入札説明書及び要求仕様書による。
契 約 期 間
ア 平成 年６月１日から平成 年５月 日まで。ただし、予算の範囲内で当該契約期
間を変更することができる。
イ 平成 年６月１日から平成 年５月 日まで。ただし、予算の範囲内で当該契約期
間を変更することができる。
納 入 期 日 平成 年６月１日（木）
納 入 場 所
ア 北海道札幌南陵高等学校、北海道札幌東豊高等学校、北海道北広島西高等学校
イ 北海道千歳高等学校、北海道札幌工業高等学校

２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。
平成 年北海道告示第９号又は平成 年北海道告示第 号に規定する物品の賃貸借の

資格を有すること。
道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
当該調達物品に関し、迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されてい
ることを証明した者であること。
当該調達物品に関し、要求仕様書に記載の要件等を満たしていることを証明した者で
あること。

３ 条件付一般競争入札参加資格の審査
この入札は、地方自治法施行令（昭和 年政令第 号）第 条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者はアからウまでに定める
ところにより、２の 及び に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければな

別表第４（第 条、第 条、第 条関係）
細則一覧表

項 目 規 程

１ 運転、操作及び保守に
関するもの

水力発電関係 道営発電所運転保守基準

通信関係 北海道企業局無線局管理運用規程

土木関係 鷹泊ダム操作規程
清水沢ダム操作規程
沼ノ沢取水堰管理規程
滝の上取水堰管理規程
ポンテシオダム管理規程

２ 非常対策に関するもの 北海道地域防災計画
北海道企業局防災体制

備保
安

置

需
要
設
備

電気工作物
（※ ）
１回／月 主要機器

電 路

外部点検

測定試験

測定試験

１回／２年

１回／４年

１回／２年

（※ ）
電路、低圧機器については１回／２年とする。

（注）１ 本文第 条第２号（臨時の巡視・点検及び検査）、第 条（事故及び異常時の措置）及び第 条（災害その他非常時の措置）に基づいて、上記の巡視・点検（検査を含む）の
ほかに、必要の都度 臨時の巡視・点検及び検査 を行う。

２ 積雪期又は災害発生時等巡視員に危険が生ずるおそれのある場合は、上記の巡視の頻度を変えることができる。
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らない。
ア 申 請 の 時 期 平成 年３月 日から４月 日まで
イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。
ウ 申請書類の提出先 郵便番号 札幌市中央区北３条西７丁目

北海道教育庁石狩教育局企画総務課
審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。

４ 契約条項を示す場所
札幌市中央区北３条西７丁目 北海道教育庁石狩教育局企画総務課

５ 入札執行の場所及び日時
入 札 場 所 札幌市中央区北３条西７丁目 北海道庁別館６階 北海道教

育庁石狩教育局会議室（送付による場合は、郵便番号
北海道教育庁石狩教育局企画総務課）

入 札 日 時
ア 平成 年５月２日（火）午前 時
イ 平成 年５月２日（火）午前 時 分
（ア、イともに送付による場合は、平成 年５月１日（月）までに必着のこと。）
開 札 場 所 に同じ。
開 札 日 時 に同じ。

６ 入 札 保 証 金
平成 年北海道告示第 号の１の による。

７ 入札説明書の交付に関する事項
交 付 場 所 ４に同じ。
交 付 方 法 の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合は、 ４判用紙が入る
返信用封筒（あて先を明記したもの）及び重量 に見合う
郵便料金に相当する郵便切手を添えて、北海道教育庁石狩教育
局企画総務課（４に同じ。）に申し込むこと。

８ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
落札者の決定方法は次によることとし、契約書の作成は要する。
北海道財務規則（昭和 年北海道規則第 号。以下「財務規則」という。）第 条第
１項の規定により定めた予定価格（１月当たりの単価）の制限の範囲内で最低の価格（１
月当たりの単価）をもって入札（有効な入札に限る。）した者を落札者とする。
９ そ の 他
平成 年北海道告示第 号の４の 、 、 、 、 、 及び によるほか、次によ

る。
入札金額に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の取扱い
ア 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 分の５に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札に参加する者は、消費税等に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった１月当たりの契約金額の
分の に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 落札者となった者は、落札決定後速やかに消費税等の課税事業者であるか免税事業
者であるかを申し出ること。ただし、落札者が共同企業体の場合であって、その構成
員の一部に免税事業者がいるときは、共同企業体消費税等免税事業者申出書を提出す
ること。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
ア 名 称 北海道教育庁石狩教育局企画総務課
イ 所 在 地 郵便番号 札幌市中央区北３条西７丁目

電話番号 内線

．
．
．
．
．
．

．

道 公 安 委 員 会 規 則

北海道公安委員会の所管に属する公益法人の設立及び監督に関する規則の一部を改正する
規則をここに公布する。
平成 年３月 日

北海道公安委員会委員長 矢 吹 徹 雄
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北海道公安委員会規則第３号

北海道公安委員会の所管に属する公益法人の設立及び監督に関する規則の一部を改正
する規則

北海道公安委員会の所管に属する公益法人の設立及び監督に関する規則（昭和 年北海道
公安委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。
第 条の次に次の１条を加える。
（電磁的記録による保存等）
第 条の２ 警察関係地方公益法人は、前条の規定に基づく書類及び帳簿の備え及び保存に
代えて当該書類及び帳簿に係る電磁的記録の保存等を行う場合は、次に掲げる方法のいず
れかにより行わなければならない。

作成された電磁的記録を警察関係地方公益法人の使用に係る電子計算機に備えられた
ファイル又は磁気ディスク、シー・ディ・ロムその他これらに準ずる方法により一定の
事項を確実に記録しておくことができる物（以下「磁気ディスク等」という。）をもっ
て調製するファイルにより保存する方法
書面に記載されている事項をスキャナ（これに準ずる画 読取装置を含む。）により

読み取ってできた電磁的記録を警察関係地方公益法人の使用に係る電子計算機に備えら
れたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法

２ 警察関係地方公益法人が、前項の規定に基づく電磁的記録の保存を行う場合は、必要
に応じ電磁的記録に記録された事項を出力することにより、直ちに明瞭かつ整然とした形
式で、その使用に係る電子計算機その他の機器に表示し、及び書面を作成することができ
なければならない。
別記様式中「平成」を削り、「主務官庁ハ何時ニテモ職権ヲ以テ法人ノ業務及ヒ財産ノ状
況ヲ検査スルコトヲ得」を「主務官庁は、職権で、いつでも法人の業務及び財産の状況を検
査することができる。」に改める。

附 則

この規定は、平成 年４月１日から施行する。

金属くず回収業に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年３月 日

北海道公安委員会委員長 矢 吹 徹 雄
北海道公安委員会規則第４号

金属くず回収業に関する条例施行規則の一部を改正する規則
金属くず回収業に関する条例施行規則（昭和 年北海道公安委員会規則第２号）の一部を

次のように改正する。
第 条の次に次の２条を加える。

（電磁的記録による保存等）
第 条の２ 金属くず商が、条例第 条に基づく帳簿及び名簿を備えることに代えて当該帳
簿及び名簿に係る電磁的記録の保存等を行う場合又は金属くず商及び金属くず行商が、条
例第 条に基づく品触書の保存に代えて当該品触書に係る電磁的記録の保存等を行う場合
は、次に掲げる方法のいずれかにより行わなければならない。

作成された電磁的記録を金属くず商又は金属くず行商の使用に係る電子計算機に備え
られたファイル又は磁気ディスク、シー・ディ・ロムその他これらに準ずる方法により
一定の事項を確実に記録しておくことができる物（以下「磁気ディスク等」という。）
をもって調製するファイルにより保存する方法
書面に記載されている事項をスキャナ（これに準ずる画 読取装置を含む。）により

読み取ってできた電磁的記録を金属くず商又は金属くず行商の使用に係る電子計算機に
備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法

２ 金属くず商又は金属くず行商が、前項の規定に基づく電磁的記録の保存を行う場合は、
必要に応じ電磁的記録に記録された事項を出力することにより、直ちに明瞭かつ整然とし
た形式で、その使用に係る電子計算機その他の機器に表示し、及び書面を作成することが
できなければならない。
（電磁的記録による作成）
第 条の３ 金属くず商及び金属くず行商は、条例第 条に基づく品触書への記載に代えて
当該品触書に係る電磁的記録の作成を行う場合は、金属くず商及び金属くず行商の使用に
係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法又は磁気ディスク等をもって調製す
る方法により作成を行わなければならない。
附 則

この規定は、平成 年４月１日から施行する。

道路交通法の規定に基づく講習に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年３月 日

北海道公安委員会委員長 矢 吹 徹 雄
北海道公安委員会規則第５号

道路交通法の規定に基づく講習に関する規則の一部を改正する規則
道路交通法の規定に基づく講習に関する規則の一部を改正する規則（平成元年北海道公安
委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。
第 条の次に次の２条を加える。
（電磁的記録による保存等）
第 条の２ 指定講習機関は、指定規則第 条の規定に基づき帳簿を備えることに代えて
当該帳簿に係る電磁的記録の保存等を行う場合は、次に掲げる方法のいずれかにより行わ
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なければならない。
作成された電磁的記録を指定講習機関の使用に係る電子計算機に備えられたファイル
又は磁気ディスク、シー・ディ・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確
実に記録しておくことができる物（以下「磁気ディスク等」という。）をもって調製す
るファイルにより保存する方法
書面に記載されている事項をスキャナ（これに準ずる画 読取装置を含む。）により

読み取ってできた電磁的記録を指定講習機関の使用に係る電子計算機に備えられたファ
イル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法

２ 指定講習機関が、前項の規定に基づく電磁的記録の保存を行う場合は、必要に応じ電磁
的記録に記録された事項を出力することにより、直ちに明瞭かつ整然とした形式で、その
使用に係る電子計算機その他の機器に表示し、及び書面を作成することができなければな
らない。
（電磁的記録による作成）
第 条の３ 指定講習機関は、指定規則第 条の規定に基づき帳簿に記載することに代えて
当該書面に係る電磁的記録の作成を行う場合は、指定講習機関の使用に係る電子計算機に
備えられたファイルに記録する方法又は磁気ディスク等をもって調製する方法により作成
を行わなければならない。
附 則

この規定は、平成 年４月１日から施行する。
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